介護老人保健施設整備運営事業者募集に関する質問の回答

最終掲載日：平成２５年（201３年）１２月１１日
	№
	掲載日
	質　　問
	回　　答

	１
	１１月７日
	選定結果の通知日はいつか。
選定の結果、選ばれた応募者にヒアリングを実施するのか。
	　選定結果の通知は３月上旬を予定しています。通知の時期は、介護老人保健施設施設整備選定委員会や広島市社会福祉法人設立認可等審査会の日程により変動するため、現段階で日付を特定することはできません。　
ヒアリングについては、２月上旬に介護老人保健施設施設整備選定委員会で適否判定に係る審査を行い、「適」と判定した応募者を対象として、２月中旬に実施する予定です。
　今後のスケジュールについては、「介護老人保健施設整備運営事業者募集要領」（Ｐ１４）別紙５を参考にしてください。

	２
	１１月１９日
	ショートステイは何床か。
また、ショートステイも全て個室、ユニットケアの形態か。
	　今回の募集においては、ショートステイ（短期入所療養介護・短期入所生活介護）を行う事業所の併設は義務付けていません。
　併設する施設（事業所）に関しては、ユニット型とすることを条件としていません。

	３
	１１月２５日
	一次提出までに地元説明会を開くのが困難な場合、一次提出後に地元説明会を行い、二次提出で説明資料、説明報告書を提出することは可能か。
	「介護老人保健施設整備運営事業者募集要領」（Ｐ５）別紙１のとおり、地元説明については「地元説明が行われていること」が適否判定のための要件になっています。
一次提出の期間までに、地元説明を実施の上、指定の書類を提出してください。

　なお、二次提出は、一次提出後に市が指摘した事項を修正するための期間を設けているものであり、一次提出の期限までに提出困難な書類等の猶予期間ではありません。

	４
	１１月２８日
	応募用地の持ち主が死亡しており、現時点で相続登記されていない場合は、「立地立入承諾書」及び「土地売買確約書」の記入はどうすればよいか。
	用地を相続する者が確定している場合（登記の手続き中）は、当該相続予定者を土地所有者として「立地立入承諾書」（様式１５）及び「土地売買確約書」（様式１７）を作成してください。相続する者が確定していない場合は、相続の可能性のある全員を土地所有者として関係書類を作成してください。
なお、いずれの場合も、相続について確認できる書類を必ず添付してください。

	５
	１２月４日
	定員１０人のユニットを５ユニット、定員１２人のユニットを５ユニットとし、各階偶数ユニットの配置とすることは差し支えないか。
	「介護老人保健施設整備運営事業者募集要領」（Ｐ９）のとおり、１ユニットの入居定員数については、「おおむね１０人以下（最大１２人以下）とすること」が要件であり、また、１フロアに偶数ユニットを配置することについての制限はありません。
１０人を超えるユニット数も、総ユニット数の半数を超えないため、質問のユニット配置とすることについては、差し支えありません。

	６
	１２月４日
	一次提出までに金融機関の決裁が下りなかった場合、二次提出時での添付でよいか。
	質問３で回答したとおり、二次提出は、一次提出後に市が指摘した事項を修正するための期間を設けているものであり、一次提出の期限までに提出困難な書類等の猶予期間ではありません。
「介護老人保健施設整備運営事業者募集要領」に規定する書類は、一次提出時に提出してください。

	７
	１２月９日
	様式９「資金収支見込計算書」について、「※　施設全体（介護老人保健施設及び併設する施設（事業所）（既存施設を含む。）。）の収支見込を記入してください（千円単位）。」とあるが、併設する施設（事業所）とは、法人が現在運営している施設・事業所を含む収支見込と解釈してよいか。
	様式９に記載している「併設する施設（事業所）（既存施設を含む。）」は、今回計画する介護老人保健施設に併設する施設を意味しています。法人が現在運営している全ての施設（事業所）ではありません。

	８
	１２月９日
	様式２「法人調書」について、借入額は現時点での借入残高を記入するのか。
また、資産総額（不動産＋当初運転資金）、負債総額（借入）の金額の算出はどのようにするのか。
	様式２「法人調書」の２ページ目「２　財務状況」の一部を削除しました。
変更後の様式は、広島市ホームページ「介護老人保健施設の整備運営事業者を募集します（平成２５年１０月募集）」をご確認ください。

	９
	１２月１１日
	様式７「償還計画書」について、提出に当たっての注意事項に「既に借入がある場合は、全ての借入について提出すること。」とあるが、現在運営している病院の運転資金等の借入についても提出するのか。
	お見込のとおりです。
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